
中小企業を弁護士が応援します！ 
 
会社の未来をつなぐ事業承継セミナー ～弁護士が教える円滑な進め方～

＆ 
「ひまわりほっと法律相談会」 

 
                                              

    主催  京都府中小企業団体中央会・京都弁護士会 

            共催  京都弁護士協同組合・日本弁護士連合会 

 

 
 
 
 中小企業・小規模事業者の経営者のうち、65 歳以上の経営者は全体の約４割を占め、今後数
年で、多くの中小企業が事業承継のタイミングを迎えるとされています。これらの事業者は、雇
用の創出や新しい技術の開発など、わが国の経済・社会において重要な役割を果たしています。
取引先とのつながり、経営に関するさまざまなノウハウ、従業員など経営資源を守りながら、活
躍していくためには、将来を見据えた計画的な事業運営とスムーズに「事業承継」を進めること
が不可欠です。 
そこで、早期に事業承継対策をすることの重要性や弁護士の役割等について、理解を深めてい

ただくため、弁護士による本セミナーを開催いたします。 
 
また、企業経営全般の法的課題について弁護士が相談に応じる「ひまわりほっと法律相談会

（リアル面談）」を同時開催します。 
 
セミナー及び相談会ともに「無料」ですので、ぜひ、御活用ください。 

 

■開催日時 2025 年 7 月 18 日（金）13：30 ～ 16：00  

■開催場所 京都経済センター ４階 ４－F 会議室 

（京都市下京区四条通室町東入函谷鉾町 78 番地） 

■内  容 （1）法律セミナー（13：30～15：00） ※ウェブ「Zoom」参加可 

テーマ：会社の未来をつなぐ事業承継セミナー  

～弁護士が教える円滑な進め方～ 

講 師：京都弁護士会 弁護士 青野 理俊 氏 

 （2）弁護士による「ひまわりほっと法律相談会」（15：00～16：00） 

対 象：中小企業・小規模事業者（定員 10 名） 

※リアル面談のみ（事前予約制）、相談時間 30 分/名 

■申込方法 

お申込みは裏面の「参加申込書」にて、7 月 11 日（金）までに、ＦＡＸにてお申込みく

ださい。ウェブ会議（Zoom）での参加をお申込の方には、別途、会議ＩＤ、パスワードを

御案内いたします。 

■お問い合わせ先  京都府中小企業団体中央会（担当：小川） TEL 075-708-3701 



 

京都府中小企業団体中央会 

ＦＡＸ 075-708-3725 
 

法律セミナー＆ひまわりほっと法律相談会 参加申込書 
 

(１) 会社の未来をつなぐ事業承継セミナー ～弁護士が教える円滑な進め方～ 

 

 会場   ・  ウェブ（Ｚｏｏｍ） でセミナー参加を希望します 
※いずれかの参加方法に〇をご記入ください。 

＜ご 連 絡 先＞ 

（企業名・団体名）                                      

（ＴＥＬ）            （ＦＡＸ）               

（E-MAIL）                 ※ウェブ（Ｚｏｏｍ）参加はメールアドレス必須 

  

参加者役職名・氏名  （役職名）          （氏名）                

 

参加者役職名・氏名  （役職名）          （氏名）                

**************************************************************************** 

（２）ひまわりほっと法律相談会 

 

法律相談を希望   します ・ しません   
※いずれかに〇をご記入ください。 

相談を希望される場合、以下の中から相談内容を○で囲んでください。（複数可） 

 ※なお、本相談会へお申込していただいたにも関わらず定員オーバーなどでご希望に添えない場合がございます。予め御了承を     

お願い申し上げます。 

＜御 連 絡 先＞※セミナー参加者と異なる場合には以下にご記入をお願いします。    

（企業名・団体名）                                     

TEL:                           FAX:                           

役職名・氏名  （役職名）              （氏名）                    

御記入いただいた内容（個人情報含む）は、本セミナー・相談会に関する参加申込受付、連絡等の他、今後京都府中小企業団体中央会 

又は京都弁護士会が開催する研修、セミナーの御案内の際に使用させていただくことがございます。 

１．改正民法対応、契約書作成・チェック ２．取引上の問題 ３．債権回収・管理 ４．人事労

務問題 ５．損害賠償・クレーム ６．事業承継、経営者の終活・事業の清算 ７．事業再生・経

営改善 ８．知的財産 ９．個人情報保護 10．その他


